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委員会報告  ４

マニラ理事会・模倣品対策委員会報告
谷 口 　 登日本部会・模倣品対策委員会・委員長

2025年11月８日　午前９時～12時30分

本部委員会　共同議長：Mr. Philip Abraham（インド）、Ms. Caroline Francis（マレーシア） 、 Mr. Melvin 

Pang（シンガポール）

参加国：香港、インド、インドネシア、韓国、日本、マレーシア、フィリピン、シンガポール、台湾、タイ、

ニュージーランド ほか

１．スペシャルトピック

　2025年度のスペシャルトピックとして、水際措置をテーマに、各国部会より報告が行われた。各国報告の概

要は、下記の通りである。

・商標および著作権については、多くの国において水際措置の対象とされている。

・特許、不正競争防止法、営業秘密については、対象の可否が国ごとに大きく異なる。

・輸出貨物については、水際措置の対象とする国も一定数存在する一方、対象外又は例外対応とする国も見

られる。

・通過貨物については、水際措置の対象とする国も存在する一方、対象外とする国も見られる。

・小規模貨物への対応については、制度上の手段が存在すると回答した国が多数である。

・税関登録制度は多くの国で認められているが、マレーシアおよびシンガポールでは制度が採用されていな

い。

・担保金については、制度上必要とされる場合もある国が多い。

・侵害・非侵害の判断主体は、税関が行う国と裁判所が行う国に分かれており、保管費用・廃棄費用の負担

についても国別に相違がある。

２．カントリーレポート

　日本部会からは、本委員会の皆さんのご協力を得て纏めた以下の内容ついて発表した。

（１）法改正

　①　情報流通プラットフォーム対処法（2025年４月１日施行）

　従来のプロバイダー責任制限法を改正・発展させ、大規模プラットフォーム事業者に対し、誹謗・中傷

等の違法・有害情報への迅速対応および運用の透明化を義務付けた。対象事業者には、Google、LINEヤ

フー、META、TikTok、X 等がある。

　②　仮想空間におけるデザイン保護
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　産業構造審議会意匠小委員会において引き続き検討中である。

（２）裁判例　（ドワンゴ事件・最高裁判決）

　海外（アメリカ）にある被告サーバーから日本内の端末にサービスを提供する被告のＷｅｂ配信システムが

日本の特許権（特許第6526304号：コメント配信システム）の直接侵害にあたるか否かが争点の事件である。

　第一審では、被告サーバーが米国に存在し、日本にはユーザー端末しかないことから、「属地主義」の原則

に基づき、被告システムが日本国内で「生産」されたものとは認められず、国境を越えて提供される被告サー

ビスの侵害の事実は否定された。

　控訴審では、被告システムの一部である被告サーバーが日本国外に存在する場合でも、そのシステム全体を

「生産」する行為が日本国内で行われたと判断し、一審判決を覆して被告システムによるサービスの提供行為

が特許権侵害であることを認めた。

　最高裁は、控訴審が示した「生産」の判断基準が妥当であると追認したうえで、控訴審の判断を支持し、被

告側の上告を棄却した。

　被告サーバーにプログラムをアップロードする行為や、国内にある端末を用いてユーザー端末が日本国内で

被告システムを利用する行為など、システムを新たに作り出す一連の行為が日本国内で完結していることが重

要視し、海外に存在する被告サーバーと、日本国内のユーザー端末が連携するシステムについて、システム全

体として日本国内で「一体として機能する状態」が創出され、特許発明の効果が日本国内で発現している場合

には、属地主義に反しないとして日本特許権の侵害を認めたものである。

（３）裁判例　（すしざんまい事件　知財高裁 [令和６年10月30日判決]）

　海外で運営されるレストランを紹介するウェブサイトについて、日本市場を対象とした使用とは認められ

ず、日本の商標権侵害は成立しないと判断された。その理由概要は、下記の通りである。

• 本件各ウェブページは、当該ウェブサイトは、被告の事業を紹介するものにすぎず、被告の表示は、出所

表示として使用されていると評価できない。 

• 商標権は属地主義に基づき、日本国内でのみ効力を有する。レストランはマレーシアおよびシンガポール

においてのみ運営され、日本国内でサービスは提供されておらず、被告もこれらを直接運営していない。

• ＷＩＰＯのインターネット上の商標使用に関するガイドライン（共同勧告）に照らしても、日本市場を対

象とした使用とは認められない。

３．香港部会　カントリーレポート

（１）香港における偽造品対策の動向と統計

　香港での著作権・商標の模倣品取締りは、香港税関（Customs）の管轄である。税関の最新統計によると、

摘発件数は2022年の8,809件から2023年は21,525件、2024年には33,753件と急増している。

　その多くは違法タバコの取引に関するもので、免税範囲を超えて持ち込まれるタバコや、現在香港で禁止さ

れている電子タバコ・加熱式タバコ製品の摘発が急増している。2024年に調査された事件の約68％が違法タバ

コ関連で、次いで危険薬物や知的財産権侵害が続いている。

（２）知的財産権侵害（ＩＰＲ）の刑事取締り

　2024年の知財権侵害事件は783件で、前年から約11％増加した。

　うちインターネット関連の侵害事件は130件で、前年から29％増加している。押収された侵害品の価値は約
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３億900万香港ドル（約400万点）で、前年より７％増加した

　新しい著作権条例の「独占通信権」に基づき、レストランがサッカーの試合を無断で公衆に配信した事件で

初めて措置が取られ。また、ベトナムから到着した40フィートコンテナから約5,000点の偽造ブランドスピー

カー・イヤホンが摘発されるなど、国際的な模倣品流通への対応も強化している。

　2025年の香港フットボールフェスティバルやサウジ・スーパー・カップ香港大会などの国際スポーツイベン

ト時には、会場周辺で1,200点以上の偽造スポーツ用品（ユニフォーム等）が押収された。

　税関は真正品の購入促進と啓発活動を強化している。

４．インドネシア部会　カントリーレポート

（１）インドネシア国家警察

　2019年から2024年にかけて、インドネシア国家警察は636件の知的財産（ＩＰ）犯罪事件を取り扱った。そ

の内訳は、下記の通りである。

	 ・商標権侵害：417件

	 ・著作権侵害：175件

	 ・意匠権侵害：26件

	 ・特許権侵害：10件

	 ・営業秘密侵害：８件

（２）知的財産総局（ＤＧＩＰ）

　ＤＧＩＰの公表データによれば、2019年から2025年までに296件の知財侵害事件が記録されている。その内

訳は、商標権侵害163件、著作権侵害87件、特許権侵害21件であり、その他に意匠、集積回路配置設計および

営業秘密が含まれている。

（３）裁判所

　関連する商業裁判所データベースによれば、2025年８月までに提起・判断された知的財産侵害訴訟件数は以

下のとおりである。

裁　判　所 件　数

ジャカルタ商事裁判所 101

セマラン商事裁判所 11

スラバヤ商事裁判所 11

マカッサル商事裁判所 1

メダン商事裁判所 9

合　　計 133

 (４）税関登録および水際措置

　2019年から2025年２月までの間に、インドネシア税関は17件の知的財産侵害疑義物件に対する一時差止など

を実施し、そのうち９件が裁判所に提起された。

　これらの措置に関連する物品数は以下のとおりである。

　ボールペン：1,146,240本
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　サンドペーパー：160ロールおよび890箱

　カミソリ：4,617,296本

　化粧品：72,000点

　フェイスマスク：1,681箱

５．インド部会　カントリーレポート

・デリー高等裁判所およびマドラス高等裁判所は、既に知的財産専門部を設置し、当該高等裁判所に提起さ

れる知的財産紛争を専属的に審理・処理している。

・過去１年で、コルカタ高等裁判所およびヒマーチャル・プラデーシュ高等裁判所も、知的財産訴訟を扱う

知的財産専門部（ＩＰディビジョン）が設置された。これにより、権利者は侵害・模倣事件において専門

部への提訴という選択肢を得ることができ、迅速かつ実効的な事件処理が期待される。

６．韓国部会　カントリーレポート

（１）商標法の改正

　商標の「使用」定義の拡大され（2025年５月27日施行）、海外で商標が付された商品やパッケージを配送業

者等を通じて供給する行為も「商標の使用」と明確化。個人輸入の模倣品も税関で差し止め可能となった。

　また、懲罰的損害賠償の上限引き上げ（2025年７月22日施行）られ、故意侵害の場合、損害額の最大５倍ま

で賠償命令が可能となった。

　さらに、異議申立期間が短縮（2025年７月22日施行）され、商標出願公告後の異議申立期間が２か月から30

日に短縮された。

（２）意匠法改正

　一部審査意匠の拒絶理由が追加（2025年11月28日施行）され、明らかに新規性を欠く場合、先行意匠と明ら

かに同一・類似の場合に審査官が拒絶可能となった。

　また、懲罰的損害賠償の上限が引き上げ（2025年７月22日施行）られ、故意侵害の場合の賠償上限が５倍と

なった。

　さらに、異議申立期間の延長（2025年11月28日施行）され、一部審査意匠の登録公告後３か月以内のみなら

ず、意匠権侵害の通知を受けた日から３か月以内（ただし公告から１年以内）も異議申立が可能となった。

（３）補足事項

　関税法が改正され、「防衛産業技術保護法に基づく防衛産業技術」を侵害する物品を輸出・輸入禁止の対象

に追加となった。

　また、不正競争防止法・営業秘密保護法の改正（2026年５月28日施行）がされ、違反行為の通報者だけでな

く、違反防止に大きく貢献した者にも報奨金支給が可能となった。

７．ミャンマ　カントリーレポート

　商標の税関登録制度が導入（2023年７月14日通知）された。その登録有効期間は２年であり、更新も可能で

ある。

　税関は模倣品の疑いのある物品の通関を停止する権限有し、輸入者は、通関停止に対して知的財産裁判所に

不服申立をすることが可能である。
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　なお、著作権・意匠・特許には税関登録制度はない。

８．フィリピン　カントリーレポート

　周知商標登録をすることが可能となり、紛争手続を経ることなく周知商標の認定を受けることが可能（2025

年４月28日に施行）となった。

　これにより、審査官は、登録簿を「一応の証拠（prima facie evidence）」として、混同を生じさせるおそ

れのある出願を拒絶し、悪意の出願を防止できる。

　また、係争訴訟とは別個の、職権（ex parte）による行政手続で周知性の確保が可能となり、警告書送付、

税関措置、オンライン・プラットフォームでの削除対応を支える保護効果を迅速に得られる。

　維持・継続使用の立証が導入され、証拠の継続的な蓄積が促されることで、民事・刑事のエンフォースメン

トやプラットフォームへの削除申請の強化につながると思われる。

９．タイ　カントリーレポート

（１）タイ王国警察、特別捜査局（ＤＳＩ）および税関による知的財産権侵害取締統計は、下記の通りであ

る。

No. 機 関
2024年

（1月–12月）
摘発件数

2024年
（1月–12月）

押収点数

2024年
（1月–6月）
摘発件数

2024年
（1月–6月）
押収点数

2025年
（1月–6月）
摘発件数

2025年
（1月–6月）
押収点数

2024年
上期→
2025年
上期

 摘発増減

2024年
上期→
2025年
上期

押収増減

1

タイ王国警察

商 標 法 454 923,126 266 799,642 244 1,527,481 ▲8.27% +91.02%

著 作 権 法 303 535,205 174 527,605 119 6,387 ▲31.61% ▲98.79%

特 許 法 7 3,265 3 3,230 8 272 +166.67% ▲91.58%

合 　 計 764 1,461,596 443 1,330,477 371 1,534,140 ▲16.25% +15.31%

2

特 別 捜 査 局

商 標 法 9 384,288 4 78,666 5 624,881 +25.00% +694.35%
著 作 権 法 0 0 0 0 0 0 0% 0%
特 許 法 0 0 0 0 0 0 0% 0%
合 　 計 9 384,288 4 78,666 5 624,881 +25.00% +649.35%

3
税 　 関 531 942,605 300 314,771 179 344,962 ▲40.33% +9.59%
総 　 　 計 1,304 2,788,489 747 1,723,914 555 2,503,983 ▲25.70% +45.25%
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（２）知的財産・国際取引中央裁判所（IP&IT Court）に提起された知的財産事件の統計

2024年刑事事件

  知的財産の種類 件　　数

商　　　標 474

著　作　権 556

特　　　許 4

そ　の　他 191

合　　計 1,225

2024年民事事件

知的財産の種類 件　　数

商　　　標 161

著　作　権 11

特　　　許 15

そ　の　他 427

合　　計 614

10．台湾　カントリーレポート

　知的財産法院に係属した事件（知的財産法院集計）中、2025年１月～６月の期間において、第一審民事事件

95件が終結（平均審理期間 279日）、第二審刑事事件44件が終結（平均審理期間 228日）、行政事件88件が終

結（平均審理期間 191日）した。

民事事件（第一審）

期  間 終結件数 平均審理期間

2023年1月～12月 234 252日

2024年1月～12月 224 273日

2025年1月～6月 123 264日

刑事事件（第二審）

期　　　間 終結件数 平均審理期間

2023年1月～12月 105 254日

2024年1月～12月 96 262日

2025年1月～6月 47 339日

行政事件

期　　　間 終結件数 平均審理期間

2023年1月～12月 175 228日

2024年1月～12月 157 206日

2025年1月～6月 89 245日
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税関が摘発した知的財産事件の統計は、下記の通りである。

商標侵害事件（輸出）

期　　間 件　　数 侵害物品数量

2023年 3 15,385点

2024年 3 43,429点

2025年1月～6月 3 2,741点

商標侵害事件（輸入）

期　　間 件　　数 侵害物品数量

2023年 323 72,194点

2024年 433 271,748点

2025年1月～6月 189 26,926点
著作権侵害事件：０件（輸出入ともに）（光ディスク海賊版除外）

知的財産権警察（IPRP）が検挙した侵害事件の統計は下記の通りである。

期　　間 総件数 商標 著作権 営業秘密

2023年 2,972 1,785 1,180 7

2024年 1,343 823 511 9

2025年1月～4月 134 282 185 4

検察庁が認定した知的財産侵害事件の統計は、下記の通りである。

期　　間 被告人総数 有罪判決 無罪 不起訴・免責等

2023年 1,138 884 58 195

2024年 935 719 56 160

2025年1月～4月 278 183 24 71

11．最後に

　2025年度のスペシャルトピックである「水際措置」は、模倣品対策の実務に直結するテーマであり、各国の

レポートは、各国の制度の理解できる実務的にも有益な資料であると思う。この資料を無駄にしないように、

日本部会の模倣対策委員会では、本年度中に各国のレポートを整理するとともに、会員にその成果を共有でき

ればと考えている。

　末筆ながら、この場をお借りして、当委員会の昨年度の活動に積極的に参画され、レポートの作成にご協力

くださったメンバーの皆様（以下参照）に深く感謝申し上げる。

（外川奈美先生、黒瀬雅志先生、青木博道先生、渡辺光先生、中山真理子先生、中川拓先生、遠藤裕吾先生、

華山浩伸先生、齊藤良平先生）

以上
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